
平成 14年 2月期 決算短信 (連結)  平成 14年 4月 22日

上   場   会   社   名    エスフーズ株式会社 上場取引所 東 大

コード番号    2292 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役専務執行役員  経営管理グループ担当 兵庫県

　　　　　　  氏　　        名　　　　富沢  進 TEL (0798) 43 - 1065
決算取締役会開催日　　平成 14年 4月 22日

親会社名　　 -  　     （コード番号：　 -     ） 親会社における当社の株式保有比率：　   -     　％

米国会計基準採用の有無 無

１. 14年  2月期の連結業績（平成 13年 3月 1日 ～ 平成 14年 2月 28日）
(1)連結経営成績

　　　 売    上    高 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  2月期 43,245 △ 20.9 △ 220 - 198 △ 91.2

13年  2月期 54,649 1.1 2,270 △ 14.7 2,259 △ 21.6

         当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当
期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  2月期 △ 2,235 - △ 104.79 - △ 11.2 0.7 0.5

13年  2月期 1,093 △ 12.6 50.97 - 5.2 7.7 4.1

(注)①持分法投資損益 14年  2月期              -      百万円          13年  2月期           -         百万円

     ②期中平均株式数（連結）　14年  2月期    21,334,565 株　　　13年  2月期    21,445,946 株

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  2月期 27,734 18,499 66.7 875.06

13年  2月期 28,879 21,261 73.6 991.38

(注)期末発行済株式数（連結）　14年  2月期    21,140,643 株　　　13年  2月期    21,446,033 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

14年  2月期 △ 1,261 △ 196 2,267 2,301

13年  2月期 1,362 △ 95 △ 1,805 1,406

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  4　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　0　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）1　社  （除外）0　社   持分法（新規）0　社  （除外）　0　社

２. 15年  2月期の連結業績予想（ 平成 14年 3月 1日  ～  平成 15年 2月 28日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 20,000 400 200

通　　期 42,000 1,050 550

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   26 円 02 銭 
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企 業 集 団 の 状 況

  当社の企業集団は、当社及び子会社９社で構成され、食肉加工品、加工調理食品・惣菜、ソース・調味料の製造販

売ならびに食肉の販売及び食肉小売・レストラン事業を主な内容とし、事業展開を行っております。当社グループの

当該事業における位置づけは次のとおりです。

事業者への販売部門 （食肉加工品、加工調理食品・惣菜、ソース・調味料の製造販売ならびに食肉の販売）
  食肉加工品、加工調理食品・惣菜、ソース・調味料の製造販売は、当社が製造し販売する他、子会社(株)ケンショ

ク、関連当事者丸紅(株)及びキング食品（株）を通じて事業者へ販売しております。また、食肉加工品の一部は、子

会社(株)ケンショク 、(株)味兆及びFREMONT BEEF COMPANYに生産を委託しております。

  食肉の販売は、当社、子会社(株)ケンショク、関連当事者丸紅(株)及びキング食品（株）が、事業者に販売しており

ます。また当社は、子会社ミスタースタミナ(株)、FREMONT BEEF COMPANY、関連当事者丸紅(株)及びキング食

品（株）から商品仕入を行っております。

一般消費者への販売部門 （食肉小売・レストラン）
  当社、子会社ミスタースタミナ(株)が、一般消費者に食肉の小売りを行っております。また、当社が行っておりま

したレストラン事業は、一部門を残し子会社五愛焼肉コンセプト(株)に業務を移行しております。

  事業の系統図は次のとおりであります。

                     得                          意                          先

    一      般      消      費      者                  事          業           者

                                                                                                                   

           食 肉 の 販 売       レストランの経営        食肉の加工･販売     健康食品の販売       関連当事者

  　    ※１ ミスタースタミナ(株)     ※２ 五愛焼肉ｺﾝｾﾌﾟﾄ(株)     　　　※１ (株)ケンショク  　　　※2 すこやか食品(株)        丸紅(株)

                         　　　　　　　　　        　                  　　　　　　　　　　　　　　　キング食品(株)

                                                                                                      

      商品       製品・商品                製品・商品   外注加工       製品・商品                     商品        製品・商品

                          

                            当                                         社

                    外注加工・商品                               外注加工

                            

                                海外会社                         食肉の加工             　 その他

                      ※１ FREMONT BEEF COMPANY                 ※2 （株）味  兆 　　　　　   ※１鳴尾興産㈱　※3

                                                                    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　※２ﾌｫｴﾑ食品加工(株)                                

　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※２五愛ﾌｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽ㈱　※４　

　※１ 連結子会社                                                                                    

  ※２ 非連結子会社                               

※ ３ 鳴尾興産(株)は、当企業集団内企業及び外部事業者との不動産賃貸事業を主たる事業としております。

※ ４ 五愛フードサービス(株)は、現在営業をいたしておりません。
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経 営 方 針

１． 経営の基本方針

当社グループは、当社の経営理念・社是である「おいしさと健康を愛する魅力あるスタ

ミナ食品をもって世界に貢献する。我々は真のやりがいを感じ、企業の成長・発展ととも

に生活・文化の向上を図る。」を基本とし、世界の人々が幸せになるよう食肉原料製品と

加工食肉の製造及び食肉の販売という食肉事業を主領域に定め、企業の存在価値を高め世

界に貢献できる企業集団を目指して、グローバルな事業展開を行っております。

「おいしさと健康を愛する魅力あるスタミナ食品」とは、製品･商品の開発と販売を通

して品質、安全性、機能性、栄養価、価格及び食事に求める楽しさや充実感など、お客様

の要望にお応えできる魅力ある製品・商品とサービスを創造し提供することであります。

当社は、本年 4月経営理念の構成を「社是と社訓」に改め、社訓を五愛の精神（5つの愛：

お客様を愛する。商品を愛する。会社を愛する。社員を愛する。株主を愛する。）に基づ

き社是を達成するための行動指針といたしました。今後この経営理念の下「強い会社を実

現する」という経営ビジョンの達成を目指してまいります。また、当社は、役員、社員一

人一人がこれまで以上に遵法精神をもって企業活動を行うべく、今般、企業倫理を含めた

あるべき行動規範として「エスフーズ行動憲章」を制定いたしました。

２． 会社の利益配分に関する基本方針

当社は、創業以来一貫して株主の利益を最も重要な課題として事業の経営に当たってま

いりました。当期の配当金につきましては、昨年９月に発生した日本初のＢＳＥ（牛海綿

状脳症）の影響を受け、牛肉及びバラエティーミートの消費が激減したことから売上高が

予想以上に減少したことによって、当期損失計上に至るという大変厳しい状況に鑑み、別

途積立金の取崩しを一部行った上で 1 株につき 6 円の配当とさせていただきます。平成

15年 2月期以降は、普通配当 12円を安定的・継続的な利益還元の基本目標ラインとした

上で、配当性向の目途を 30％から 40％に引上げ、業績向上による一層の利益還元を実施

してまいりたいと考えております。これにより、従来行っておりました株主優待制度は今

回を最後に廃止することといたします。

内部留保金につきましては、ニッチパイオニアとして更に強い会社を実現するため企業

体質の強化と将来の事業展開に向けて有効且つ積極的に利用し、企業価値の向上に努めて

まいります。

社員には、業績に応じて適切な配分を行うインセンティブシステムを設け、全員がやり

がい感をもってチャレンジ出来る魅力ある企業を目指してまいります。また、平成 14年

5月28日開催予定の当社第36回定時株主総会において承認可決されることを条件に当社

及び当社子会社の取締役、監査役ならびに幹部社員に対して経営参画意識を高め、業績向

上に対する意欲や士気を喚起するためにストックオプションを付与することといたしま

す。

３． 投資単位の引下げに関する考え方及び方針

  当社は平成 14年 4月 22日開催の取締役会において、１人でも多くの投資家の皆様に

株主となって頂くために、１単元の株式数を 1,000株から 500株に引下げることを決議
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いたしました。これにより、更なる当社株式の流通の活性化と投資家層の拡大が図られ

るものと期待しております。変更日は平成 14 年 7 月 1 日を予定しており、同日付で証

券取引所における売買単位も 1,000株から 500株に変更されることになります。

４． 会社の経営管理組織整備等（コーポレートガバナンスの充実）に関する施策

当社は、21世紀を勝ち抜く｢強い会社｣の実現のため、「コーポレートガバナンスの充実」

と「スピーディな意思決定と業務執行」に重点を置き、透明度と信頼度の高い経営システ

ムを構築してまいります。

取締役の役割と機能（意思決定と経営監督責任）を明確にした上で、取締役数の見直し

を行い取締役会の活性化とスリム化を図ります。また、平成 14年 3月には、取締役会か

ら委嘱された業務が代表取締役の指揮下でスピーディに執行されることを推進するため、

増員を含む新執行役員制度を導入いたしました。執行役員にはその役割と責任を明確にす

るとともに目標達成の権限を付与し、業務執行の効率性を高めてまいります。

５． 会社の中長期的な経営戦略と対処すべき課題

当社は経営ビジョンである強い会社を実現するため、当期、以下を経営定性目標とした

中期経営計画「チャレンジ 21」を開始いたしました。

① コアコンピタンス経営

② ニッチ製品・商品の開発

③ スピード経営

④ インセンティブシステムによる人財活用と後継者の育成

しかしながら、平成 13年 9月に発生した日本初のＢＳＥ（牛海綿状脳症）問題の影

響で、業績は大きく崩れました。当社にとってＢＳＥ問題は不可抗力的に発生したもの

の自らの手で解決すべき問題としてとらえ、公的企業としての社会的使命と責任の下、

経営の大革新を行って体制を立て直してまいります。中期経営計画「チャレンジ 21」は

「チャレンジ 21－リエンジニアリングプラン」に切り替え、旧経営体制を破壊しスリム

で強靭な経営体質を創造いたします。

以上、ニッチパイオニアとしての強みを生かし、「バラエティーミート世界一」、「焼肉

日本一」を実現することにより、当社グループ全体の幸福を図ってまいります。



経 営 成 績

１． 当期の概況

当期の我が国の経済は、平成 13年度の国内総生産の実質成長率がマイナスとなるなど、国内

景気の低迷が依然続いております。また、9月に日本初のＢＳＥ（牛海綿状脳症）、アメリカ同

時テロ事件、大手量販店の破綻等の大事件が相次いで発生するなど、激動の 1年となりました。

当業界におきましては、欧州での口蹄疫の問題、豚肉のセーフガード発動、ＢＳＥ問題など

の諸問題が相次いで発生いたしました。なかでも、ＢＳＥ問題や一連の食品表示に関する問題

は、食肉に対する消費者の信頼を損ねる結果となり、景気の後退も相俟って、当業界は未曾有

の困難に直面しております。

当社グループは経営理念「おいしさと健康を愛する魅力あるスタミナ食品をもって世界に

貢献する」の下、当期より“強い会社の実現”を経営ビジョンとし、3ヵ年の中期経営計画“チ

ャレンジ 21”の実践を開始いたしました。当社グループの事業領域である牛バラエティーミ

ートのパイオニアとして、変化のスピードが激しいこの時期を乗り切り更に強固で揺るぎな

い地位の確立にチャレンジいたしましたが、不本意ながら、ＢＳＥ問題で業績は大きく崩れ

ました。

このため、局面打開のリエンジニアリング（事業再構築）を実施することといたしました。

即ち、スリムで強靭な経営体質を築くために、経営システムの革新と営業・開発・製造の各

戦略の見直しを行い、この一環として船橋第二工場を閉鎖いたしました。

以上の経営大革新に努めましたものの結果としましては、当連結会計期間の売上高は 432億

4千 5百万円（前年同期比 20.9％減）、経常利益 1億 9千 8百万円（前年同期比 91.2％減）と

なり、ＢＳＥの影響及びリエンジニアリングに伴って多額の特別損失を計上したため当期純損

失 22億 3千 5百万円と不本意な結果になりました。

次に部門別状況についてご報告いたします。

ＢＳＥ問題等の諸問題が発生し影響を受けた結果、各部門とも売上高は減少しております。

事業者向け販売部門におきましては、売上高 406億 4千 6百万円（前年同期比 21.5％減）とな

りました。一方、消費者向け販売部門におきましても、売上高 25 億 9 千 8 百万円（前年同期

比 9.1％減）となりました。

所在地別セグメントの業績は、日本につきましては売上高 423億 2千 5百万円（前年同期比

21.2％減）、営業損失 3 億 9 百万円となり、アメリカ合衆国につきましては売上高 9 億 2 千万

円（前年同期比 1.2％増）、営業利益 1億 1千 6百万円（前年同期比 0.2％減）となりました。

２． キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度おける連結ベースの現金及び現金同等物は、税金等調整前当期純損失 36億 4

千 6百万円を計上しましたが、売上債権の減少及び短期借入金の増加等により 8億 8千 4百万

円増加し、当連結会計年度末は 23億 1百万円になりました。

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純損失の計上等

により前連結会計年度と比較して 26億 2千 3百万円減少し、12億 6千 1百万円の支出超過と

なりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の取得等により、前連結会計年度と比
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    較して 1億 1百万円減少し、1億 9千 6百万円の支出超過となりました。

 財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の増加等により、前連結会計年度と比較

して 40億 7千 2百万円増加し、22億 6千 7百万円の収入超過となりました。

３． 次期の見通し

今後の見通しにつきましては、政府の構造改革が進展する中、当面は景気浮揚の好転材料は

見当たらず個人消費の回復はさらに期待しにくくなっております。また、これまでにない失業

率の上昇やデフレの進行の影響を考えますと、国内景気の低迷は今しばらく続くものと考えて

おります。

加えて食肉業界におきましては、ＢＳＥ問題で需要は減退しマーケットは縮小しております。

政府の安全対策実施などによるＢＳＥ問題の沈静化で消費者の牛肉回帰への兆しも見え、徐々

に需要は回復しておりますが、当面は厳しい状況が続くものと考えております。

なお、新たに食品表示問題が生じましたが、当社は、経営理念である「おいしさと健康を

愛する魅力あるスタミナ食品をもって世界に貢献する。」に根ざす強い使命感と責任感をも

って経営を律し、常にお客様の信頼獲得を第一に安全で安心できる製品・商品の供給を厳格

に管理してまいりました。今後も、企業倫理を含めたあるべき行動の規範である「エスフー

ズ行動憲章」の制定を機に、遵法精神に基づく企業行動の更なる徹底を図ってまいる所存で

あります。

当社グループを取り巻く環境には厳しいものがありますが、現状の困難を自らの手で早急

に克服すべく、経営の大革新を行い体制の立て直しを図っております。当社の中期経営計画

「チャレンジ 21」を「チャレンジ 21―リエンジニアリングプラン」に切り替え、グループ全

体でリエンジニアリングを実施いたしております。当社のリエンジニアリングは「破壊と創

造」であります。現経営体制を破壊し、そこから未来のエスフーズに必要な経営資源を抽出

し、それらを楽しみのある部門・製品・事業等に最適かつ優先的に配分してまいります。

リエンジニアリングによる遊休設備の整理整頓並びにたな卸資産評価損計上等負の資産の

排除によるスリムで健全なバランスシートの構築、強靭な組織づくり及び当社主力製品「こ

てっちゃん」のリニューアルなど前向きな施策が功を奏し、３月度より月次ベースで黒字に

転換いたしました。売上高につきましても、２月の前年同月比が 48.2％であったのに対し３

月には 60.2％となり､４月についても３月を大きく上回るペースで順調に推移しております。

以上により、平成 15年 2月期の売上高は 420億円（前期比 2.9％減）、経常利益は 10億 5

千万円（前期比 429.6％増）、当期純利益は 5億 5千万円を見込んでおります。
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   連結貸借対照表

（単位：千円）

期  別  平成13年度  平成12年度 増  減
 （平成14年２月28日現在） （平成13年２月28日現在） （△は減）

科  目  金   額 構成比  金   額 構成比  金   額

（資産の部） ％ ％

流動資産 12,129,440 43.7 13,268,554 45.9 △ 1,139,114

  現 金 及び 預 金 1,590,354 1,357,831 232,522

  受取手形 及び売掛金 3,226,960 6,253,905 △ 3,026,944

  有   価   証  券 859,945 815,827 44,117

  た  な 卸  資 産 4,645,544 3,880,064 765,480

  繰 延 税 金 資産 52,532 112,999 △ 60,467

  為   替   予  約 1,189,957    ─ 1,189,957

  その他の流動資産 591,588 881,503 △ 289,915

  貸  倒  引 当 金 △ 27,442 △ 33,577 6,135

固定資産 15,604,572 56.3 15,591,490 54.0 13,081

 有形固定資産 11,543,841 41.6 14,035,216 48.6 △ 2,491,374

  建 物及び構 築 物 4,053,940 4,433,134 △ 379,194

  機械装置及び運搬具 1,063,641 1,197,000 △ 133,358

  工具、器具及び備品 363,740 391,177 △ 27,437

  土            地 6,062,519 7,984,548 △ 1,922,028

  建  設  仮 勘 定    ─ 29,355 △ 29,355

 無形固定資産 196,508 0.7 191,692 0.7 4,816

 投資その他の資産 3,864,221 14.0 1,364,581 4.7 2,499,640

  投 資 有 価 証券 1,332,341 213,340 1,119,001

  長 期 前 払 費用 85,731 96,242 △ 10,510

  繰 延 税 金 資産 1,784,601 152,395 1,632,206

  そ の 他の投資等 936,044 929,632 6,412

  貸  倒  引 当 金 △ 274,497 △ 27,028 △ 247,469

為替換算調整勘定    ─    ─ 19,807 0.1 △ 19,807

  資 産 合 計 27,734,012 100.0 28,879,853 100.0 △ 1,145,840
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（単位：千円）

期  別  平成13年度  平成12年度  増  減
 (平成14年２月28日現在） (平成13年２月28日現在）  (△は減）
科  目  金   額 構成比  金   額 構成比   金   額

（負債の部） ％ ％

流動負債 8,067,237 29.1 5,949,542 20.6 2,117,695

  支払手形及び買掛金 2,409,465 4,018,640 △ 1,609,175

  短  期  借 入 金 3,368,000 440,000 2,928,000

  一年内返済長期借入金 46,560 47,388 △ 828

527,800    ─ 527,800

  未     払     金 428,503 455,851 △ 27,347

  未 払 法 人 税等 30,541 540,085 △ 509,544

  未 払 消 費 税等 3,868 67,854 △ 63,985

  未   払   費  用 114,820 123,453 △ 8,633

  賞  与  引 当 金 111,635 229,773 △ 118,138

  繰 延 ヘッジ利益 1,008,327    ─ 1,008,327

  そ     の     他 17,715 26,496 △ 8,780

固定負債 434,771 1.6 1,032,100 3.6 △ 597,328

  社            債    ─ 459,000 △ 459,000

  長  期  借 入 金 11,360 43,862 △ 32,502

  退 職 給与引当金    ─ 292,665 △ 292,665

  退 職 給付引当金 210,626    ─ 210,626

  役員退職慰労引当金 197,749 222,973 △ 25,224

  そ     の     他 15,035 13,600 1,435

  負 債 合 計 8,502,009 30.7 6,981,643 24.2 1,520,366

少 数 株 主 持 分 732,585 2.6 637,130 2.2 95,455

（資本の部）

資      本      金 4,226,645 15.2 4,226,645 14.6    ─

資  本  準  備  金 4,171,887 15.0 4,171,887 14.4    ─

連  結  剰  余  金 10,200,687 36.8 12,863,094 44.5 △ 2,662,406

その他有価証券評価差額金 △ 11,790 △0.0    ─ ― △ 11,790

為 替  換 算 調 整 勘 定 106,788 0.4    ─ ― 106,788

自   己    株   式 △ 194,800 △ 0.7 △ 547 △ 0.0 △ 194,252
  資 本 合 計 18,499,417 66.7 21,261,079 73.6 △ 2,761,661

負債、少数株主持分及び資本合計 27,734,012 100.0 28,879,853 100.0 △ 1,145,840

（注）有形固定資産の減価償却累計額

  一 年 内 償 還 社 債

（平成13年度）
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（平成12年度）

10,181,213千円 11,279,524千円



連結損益計算書
（単位：千円）

期  別  平成13年度  平成12年度 増  減
自 平成13年３月１日 自 平成12年３月１日 （△は減）

 至 平成14年２月28日 至 平成13年２月28日  
科  目  金   額 百分比  金   額 百分比  金   額

  売     上     高 43,245,776 100.0 54,649,577 100.0 △ 11,403,800
  売   上  原   価 37,333,467 86.3 46,043,980 84.3 △ 8,710,513
売 上 総 利 益 5,912,309 13.7 8,605,596 15.7 △ 2,693,286
   販売費及び一般管理費 6,132,520 14.2 6,334,665 11.6 △ 202,144
営  業  利  益 △ 220,210 △ 0.5 2,270,931 4.2 △ 2,491,142
 営 業 外 収 益 499,437 1.2 322,397 0.6 177,040
  受   取  利   息 67,428 90,795 △ 23,366
  仕   入  割   引    ─ 38,215 △ 38,215
  有価 証券 売却益 6,706 83,382 △ 76,675
  為   替  差   益 334,414    ─ 334,414
  そ     の     他 90,887 110,003  △ 19,115
 営 業 外 費 用 80,977 0.2 333,913 0.6 △ 252,936
  支   払  利   息 35,777 50,636 △ 14,859
  有価 証券 売却損 8,255 590 7,664
  有価 証券 評価損    ─ 42,598 △ 42,598
  為   替  差   損    ─ 95,050 △ 95,050
  社 名 変 更 費用    ─ 130,331 △ 130,331
  そ     の     他 36,944 14,704 22,240
経  常  利  益 198,249 0.5 2,259,414 4.1 △ 2,061,165
 特  別  利  益 114,173 0.3 25,584 0.0 88,589
    退職給付会計基準変更時差異 75,246    ― 75,246
  そ     の     他 38,927 25,584 13,343
 特  別  損  失 3,958,578 9.2 252,428 0.5 3,706,150
  固定資産  処分損 2,249,122 47,555 2,201,567
  販   売  損   失 862,942    ─ 862,942
  たな卸資産評価損 498,014    ─ 498,014
  投資有価証券評価損 137,926    ─ 137,926
  貸倒引当金繰入額 130,600    ─ 130,600

   ─ 204,873 △ 204,873
79,971    ─ 79,971

税金等調整前当期純利益 △ 3,646,155 △ 8.4 2,032,570 3.7 △ 5,678,726
 法人税、住民税及び事業税 114,308 0.3 976,272 1.8 △ 861,963
 法 人 税等 調整額 △ 1,558,040 △ 3.6 △ 85,541 △ 0.2 △ 1,472,499
 少 数 株 主 利 益 33,316 0.1 48,666 0.1 △ 15,349
 当 期 純 利 益 △ 2,235,739 5.2 1,093,173 2.0 △ 3,328,913
 
(注）「販売損失｣及び｢たな卸資産評価損｣は、ＢＳＥ問題の発生による需要急減並びに
     異常な商品市況下落に伴う損失であります。

  そ     の     他
  過年度役員退職慰労引当金繰入額
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（単位：千円）

期  別 平成13年度 期  別 平成12年度     増  減
自 平成13年３月１日 自 平成12年３月１日 （  △は減  ）

 至 平成14年２月28日  至 平成13年２月28日  
科  目 金      額 科  目 金      額    金     額

連結剰余金期首残高 12,863,094 連結剰余金期首残高 12,157,858 705,235

連結剰余金増加高 11,733 連結剰余金増加高 ― 11,733

連結剰余金減少高 438,400 連結剰余金減少高 387,938 50,462

   配     当      金 407,474    配     当      金 364,558

   役   員   賞   与 30,926    役   員   賞   与 23,380
     （監査役賞与） （ 3,100 ）      （監査役賞与） （ 1,400 )

当  期  純  損  失 2,235,739 当  期  純  利  益 1,093,173 △ 3,328,913

連結剰余金期末残高 10,200,687 連結剰余金期末残高 12,863,094 △ 2,662,406

連結剰余金計算書
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連結キャッシュ連結キャッシュ連結キャッシュ連結キャッシュ・フロー計算書・フロー計算書・フロー計算書・フロー計算書

（単位：千円）

平 成 13 年 度
自  平成 13年 3月 1 日
至  平成 14年 2月 28日

平 成 12 年 度
自  平成 12年 3月 1 日
至  平成 13年 2月 28日

期    別

科    目 金     額 金     額

増　　減

 

△3,646,155

860,960

△ 292,665

210,626

△ 25,224

△ 81,793

35,777

1,548

―　

137,926

2,249,122

3,072,106

△ 740,475

△ 1,626,630

△ 64,118

△ 30,926

△ 737,656

 

2,032,570

885,833

29,953

―　

222,973

△ 108,977

50,636

△ 82,791

42,598

―　

47,555

△ 574,471

497,978

△ 310,969

△ 40,022

△ 23,380

△ 136,567

△ 5,678,726

△ 24,872

△ 322,618

210,626

△ 248,197

27,183

△ 14,859

84,340

△ 42,598

137,926

2,201,567

3,646,577

△ 1,238,453

△ 1,315,660

△ 24,095

△ 7,546

△  601,089

 △ 677,575

75,833

△ 36,248

△ 623,218

2,532,919

110,496

△ 51,906

△ 1,229,356

△ 3,210,495

△ 34,662

15,657

606,137

△ 1,261,210

―　

―　

△ 50,583

839,837

△ 338,823

4,180

△ 49,131

△ 864,759

181,242

81,491

1,362,153

△ 243,408

704,943

△ 118,547

55,637

△ 519,727

27,491

△ 50,807

△ 43,695

20,664

72,081

△ 2,623,363

243,408

△ 704,943

67,963

784,200

180,903

△ 23,311

1,676

△ 821,064

160,577

9,410

△ 196,546

2,928,000

△ 266,399

233,069

△ 407,474

△ 25,233

△ 194,415

△ 95,368

△ 133,242

△ 1,510,948

235,000

△ 364,558

△ 32,587

1,039

△ 101,178

3,061,242

1,244,549

△ 1,931

△ 42,916

7,354

△ 195,454

2,267,546

74,685

△ 1,805,296

1,962

4,072,843

72,722

884,475

1,406,010

10,919

△ 536,549

1,942,559

―    

1,421,024

△ 536,549

10,919

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
     税金等調整前当期純利益
     減価償却費
     退職給与引当金の増減額
     退職給付引当金の増加額
     役員退職慰労引当金の増減額
     受取利息及び受取配当金
     支払利息
     有価証券売却損益
     有価証券評価損
　　 投資有価証券評価損
     固定資産処分損
     売上債権の増減額
     棚卸資産の増減額
     仕入債務の減少額
     未払消費税等の減少額
     役員賞与の支払額
     その他
       小        計
     利息及び配当金の受取額
     利息の支払額
     法人税等の支払額
   営業活動によるキャッシュ・フロー
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
     有価証券の取得による支出
     有価証券の売却による収入
     貸付による支出
     貸付金回収による収入
     有形固定資産の取得による支出
     有形固定資産の売却に係る収入
     無形固定資産の取得による支出
     投資有価証券の取得による支出
　　 投資有価証券の売却による収入
     その他
   投資活動によるキャッシュ・フロー
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
     短期借入金純増減額
     長期借入金の返済による支出
     長期借入金の借入収入
     配当金の支払額
     少数株主への配当金の支払額
     その他
   財務活動によるキャッシュ・フロー
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額
Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高
Ⅶ 合併によるキャッシュ受入
Ⅷ 現金及び現金同等物期末残高 2,301,404 1,406,010 895,394
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

（１）連結子会社の数　４社

ミスタ－スタミナ株式会社

株式会社ケンショク

鳴尾興産株式会社

FREMONT BEEF COMPANY
（２）非連結子会社の名称等

株式会社味兆

すこやか食品株式会社

フォエム食品加工株式会社

五愛焼肉コンセプト株式会社

五愛フードサービス株式会社

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社５社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高・当期純損益及

び剰余金（持分に見合う額）は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため

であります。

２．持分法の適用に関する事項

非連結子会社５社は、それぞれ連結純損益及び連結剰余金に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

ミスタースタミナ株式会社  2月 末日
株式会社ケンショク  2月 末日
鳴尾興産株式会社  2月 末日
FREMONT BEEF COMPANY         12月 31日

連結財務諸表の作成にあたって、FREMONT BEEF COMPANYについては、12月 31日
現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

　　　その他有価証券

時価のあるもの 　決算期末日の市場価格に基づく時価法

　 　（評価差額は全部資本直入法により処理し

　売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 　移動平均法による原価法

　　　 ロ．デリバティブ 　時価法

ハ．たな卸資産

商品、原材料（肉） 　　 　主として個別法による低価法

製品、仕掛品、原材料（その他）　主として移動平均法による低価法

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

定率法を採用しております。但し、平成 10年４月１日以降取得の建物(建物付属設備
        を除く)は定額法を採用しております。

  なお、在外連結子会社である FREMONT BEEF COMPANYについては、加速度償
却法を採用しております。
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　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　建物及び構築物…７年～31年
　　機械装置及び車両運搬具…4年～12年

　　　　ロ．無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基

        づく定額法を採用しております。

（３）重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

売上債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権及び破産更生債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。なお、在外連結子会社である FREMONT BEEF COMPANY
については、個々の債権の回収可能性を勘案して回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額基準に基づき計上しております。

ハ．退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しております。

なお、会計基準変更時差異（75,246千円）については、一括戻入処理しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年
 ）による定額法により翌連結会計年度から費用処理することとしております。
ニ．役員退職慰労引当金

当社は役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。

（４）リース取引の処理方法

          リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース
        取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（５）重要なヘッジ会計の方法

　　　 イ．ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理を採用しております。

　また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満たしている場合には、

         振当処理を行っております。
       ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段 先物為替予約

  ヘッジ対象 外貨建商品仕入による外貨建債務及び外貨建予定取引

       ハ．ヘッジ方針
           先物為替予約は為替変動リスクをヘッジするため、外貨建商品仕入の年間計画額を
         上限として、一定のヘッジ比率以上の為替予約を実施することとし、社内管理規程に
         に基づき、経理部を取引の執行及び管理の所管部署とするリスク管理体制をとってお
         ります。
       ニ．ヘッジの有効性評価の方法
           ヘッジ会計の要件を満たすかどうかを判定するため、先物為替予約額がヘッジ対象
         取引額の範囲内であることを毎月確認しております。

（６）消費税等の会計処理

          消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

                                          12



５．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ価値変動について僅少のリスクしか負わ

ない取得日から 3ヶ月以内に償還期限が到来する短期投資としております。

追加情報追加情報追加情報追加情報

（退職給付会計）

当連結会計年度から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会　平成 10年 6月 16日））を適用しております。
この結果、従来の方法によった場合と比較して、営業利益及び経常利益は 9,895千円多く、

税金等調整前当期純損失は 64,549千円少なく計上されております。
なお、セグメント情報に与える影響は軽微であります。また、退職給与引当金は、退職給

付引当金に含めて表示しております。

（金融商品会計）

当連結会計年度から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会　平成 11年 1月 22日））を適用し、有価証券及びデリバティ
ブの評価方法等について変更しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、

経常利益は 268,391千円増加し、税金等調整前当期純損失は 104,972千円減少するととも
に、「為替予約」（流動資産）1,189,957千円、「繰延ヘッジ利益」（流動負債）1,008,327
千円、「その他有価証券評価差額金」（資本の部）を△11,790千円計上しております。
また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、1年以内に満期の到来する有価

証券は流動資産として、それ以外は投資有価証券として表示しております。その結果、流動

資産の有価証券は 748,649千円減少し、投資有価証券は同額増加しております。

（外貨建取引等会計基準）

当連結会計年度から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の

改訂に関する意見書」（企業会計審議会　平成 11年 10月 22日））を適用しております。
この変更による損益への影響額は軽微であります。

また、前連結会計年度において「資産の部」に計上していた為替換算調整勘定は、連結財

務諸表規則の改正により、｢資本の部｣並びに｢少数株主持分｣に含めて表示しております。
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リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械及び装置 3,927千円           381千円 3,545千円

合  計       3,927千円           381千円 3,545千円

(注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末
      残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しており
      ます。

（２）未経過リース料期末残高相当額

１年内        654千円

１年超      2,891千円

合  計      3,545千円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形
      固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法
      により算定しております。

（３）支払リース料及び減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料        381千円

減価償却費相当        381千円

（４）減価償却費相当額の算定法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（  当連結会計年度  ）（  当連結会計年度  ）（  当連結会計年度  ）（  当連結会計年度  ）

リ ー ス 取 引 関 係リ ー ス 取 引 関 係リ ー ス 取 引 関 係リ ー ス 取 引 関 係
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１．採用している退職給付制度の概要
    当社及び国内連結子会社 １社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度を設けて
 おります。
    また、その他の国内連結子会社 1社及び在外連結子会社 １社は、確定拠出型年金制度を
 設けております。
２．退職給付債務及びその内訳

         （単位  千円）

（１）退職給付債務 △ 411,997

（２）年金資産 176,647

（３）未積立退職給付債務  （１）＋（２） △ 235,349

（４）未認識数理計算上の差異 24,722

（５）連結貸借対照表計上額純額  （３）＋（４） △ 210,626

（６）前払年金費用 ―

（７）退職給付引当金  （５）－（６） △ 210,626

（注）国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用の内訳

         （単位  千円）

退職給付費用 46,109

（１）勤務費用 40,630

（２）利息費用 10,365

（３）期待運用収益（減算） 4,886

（注）１．上記退職給付費用以外に、会計基準変更時差異 75,246千円を一括戻入処理し、
   特別利益に計上しております。

（注）２．簡便法を採用している国内連結子会社の退職給付費用は、「(1)勤務費用」に計上
   しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

（１）割引率 3.0%

（２）期待運用収益率 1.5%

（3）退職給付見込額の期間配分方法              期間定額基準

（４）数理計算上の差異の処理年数 5年

15

退 職 給 付 関 係退 職 給 付 関 係退 職 給 付 関 係退 職 給 付 関 係

至  平成14年2月28日
自  平成13年3月 １日

当連結会計年度
（平成14年2月28日現在）

当連結会計年度

（平成１４年２月２８日現在）

当連結会計年度



税効果会計関税効果会計関税効果会計関税効果会計関係係係係

(単位：千円)

当連結会計年度 前連結会計年度

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 1.繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳

（1）流動資産

　繰延税金資産

　　　未払事業税

　　　賞与引当金損金算入限度超過額

       その他

    繰延税金資産合計

    繰延税金負債

　　　在外子会社留保利益

　　　その他

    繰延税金負債合計

    繰延税金資産の純額

（2）固定資産

　　繰延税金資産

　　　退職給与引当金損金算入限度超過額

      役員退職慰労引当金繰入限度超過額

      その他

　　繰延税金資産合計

    繰延税金負債

　　　固定資産圧縮積立金

　　　その他

　　繰延税金負債合計

　　繰延税金資産の純額

47,844

24,906

   44,008

116,760

3,549

  　　210

 3,760

  112,999

82,070

93,648

   30,809

206,528

44,715

    9,417

54,133

  152,395

（1）流動資産

　繰延税金資産

　　貸倒引当金繰入限度超過額

　　その他有価証券評価差額金

　　その他

　繰延税金資産合計

　繰延税金負債

    未収還付事業税

    その他

  繰延税金負債合計

　繰延税金資産の純額

（2）固定資産

　繰延税金資産

　　退職給付引当金損金算入限度超過額

　　役員退職慰労引当金繰入限度超過額

　　会員権評価損等

　　繰越欠損金

　　その他

　繰延税金資産合計

　繰延税金負債

　　　固定資産圧縮積立金

　　　特別償却準備金

　繰延税金負債合計

　繰延税金資産の純額

3,998

8,510

   40,653

53,163

449

      181

630

52,532

50,653

83,054

83,335

1,513,854

  107,597

1,838,496

44,715

    9,178

53,894

1,784,601

2.当連結会計年度は税金等調整前当期純損失を計上して

おり、課税所得も発生していないため、法定実効税率と

税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異原

因の記載を省略しております。

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の 5％以下のため、差異原

因の記載を省略しております。
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セ グ メ ン ト 情 報

1 ．事業の種類別セグメント情報

(1) 当連結会計年度（自 平成13年３月１日 至 平成14年２月28日）
  当社企業グループは主として肉製品及び生肉加工品の製造、販売ならびに生肉の販売と
いう区分に属する事業を行っており、また市場及び販売方法等についても類似しておりま
す。また、その他事業については金額が少額のため、事業の種類別セグメント情報の開示
を省略しております。

(2) 前連結会計年度（自 平成12年３月１日 至 平成13年２月28日）
  当社企業グループは主として肉製品及び生肉加工品の製造、販売ならびに生肉の販売と
いう単一産業区分に属する事業を行っており、また市場及び販売方法等についても類似し
ておりますので、事業の種類別セグメント情報の開示を省略しております。

2 ．所在地別セグメント情報
(1) 当連結会計年度（自 平成13年３月１日 至 平成14年２月28日） （単位：千円）

日  本 アメリカ合衆国 計   消   去 連  結
 または全社

1 ．売上高及び営業損益
売  上  高

(1 )外部顧客に対する売上高 42,325,618 920,158 43,245,776 ─ 43,245,776
(2 )セグメント間の

内部売上または振替高 ─ 7,562,447 7,562,447 ( 7,562,447 ) ─
計 42,325,618 8,482,605 50,808,224 ( 7,562,447 ) 43,245,776

営 業 費 用 42,634,623 8,365,943 51,000,566 ( 7,534,578 ) 43,465,987
営 業 利 益 △ 309,004 116,662 △ 192,342 ( 27,868 ) △ 220,210

2 ． 資       産 25,417,135 2,316,877 27,734,012 ( ─ ) 27,734,012

(2) 前連結会計年度（自 平成12年３月１日 至 平成13年２月28日） （単位：千円）

日  本 アメリカ合衆国 計   消   去 連  結
 または全社

1 ．売上高及び営業損益
売  上  高

(1 )外部顧客に対する売上高 53,740,537 909,039 54,649,577 ─ 54,649,577
(2 )セグメント間の

内部売上または振替高 ─ 7,737,858 7,737,858 ( 7,737,858 ) ─
計 53,740,537 8,646,897 62,387,435 ( 7,737,858 ) 54,649,577

営 業 費 用 51,610,307 8,529,972 60,140,280 ( 7,761,634 ) 52,378,646
営 業 利 益 2,130,230 116,924 2,247,155 23,775 2,270,931

2 ． 資       産 26,776,519 2,083,525 28,860,045 19,807 28,879,853

3 ．海外売上高

(1) 当連結会計年度（自 平成13年３月１日 至 平成14年２月28日）
  海外売上高は、連結売上高の 10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

(2) 前連結会計年度（自 平成12年３月１日 至 平成13年２月28日）
  海外売上高は、連結売上高の 10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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生産、受注及び販売の状況

（１）生産実績

（単位：トン）

         期    別

 部 門 別 項 目 数　　量 構成比 数　　量 構成比

  食  肉  加  工  品 11,407 53.5 12,458 46.1

  加工調理食品・惣菜 8,571 40.2 13,024 48.2

  ソ ー ス・調 味 料 1,349 6.3 1,560 5.8

    合         計 21,329 100.0 27,043 100.0

（２）受注状況

当社グループは受注生産を行っておりません。

（３）販売実績

（単位：千円）
         期    別

 部 門 別 項 目 金   額 構成比 金   額 構成比

  食  肉  加  工  品 10,777,409 24.9 13,834,991 25.3

  加工調理食品・惣菜 6,368,640 14.7 9,262,296 16.9

  ソ ー ス・調 味 料 574,307 1.3 649,709 1.2

  食              肉 22,926,491 53.0 28,044,809 51.3

 事業者向け販売部門 小計 40,646,848 94.0 51,791,806 94.8

  食肉小売・レストラン 2,598,678 6.0 2,857,771 5.2

 消費者向け販売部門 小計 2,598,678 6.0 2,857,771 5.2

    合         計 43,245,526 100.0 54,649,577 100.0

上記販売実績には、その他の事業の販売金額250千円を含んでおりません。
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自 平成13年3月 1日

至 平成14年2月28日

自 平成12年3月 1日

至 平成13年2月28日

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

自 平成12年3月 1日

至 平成13年2月28日

自 平成13年3月 1日

至 平成14年2月28日



当連結会計年度（平成14年2月28日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの 　（単位：千円）

（１）　株式

（２）　債券

　　　　　国債･地方債等

　　　　　社債

　　　　　その他

（３）　その他

合 計

２．時価評価されていない主な「有価証券」（上記１を除く） 　（単位：千円）

前連結会計年度(平成13年2月28日現在） 　（単位：千円）

流動資産に属するもの

　　　　株式

　　　　債券

　　　　その他

　　　　小計

固定資産に属するもの

　　　　株式

　　　　債券

　　　　その他

　　　　小計

合 計

（注）1.時価（時価相当額を含む）の算定方法

　　　　上場有価証券 　　主に東京証券取引所の最終価格によっております。

　　　　店頭売買有価証券 　　主に日本証券業協会が公表する最終売買価格によっております。

　　　2.開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額

　　　　　　固定資産 　　非上場株式（店頭売買株式を除く） 191,915千円

　　非公募の内国債券 6,825千円

　　割引金融債 5,248千円

　　　―

　　　―

　　　―

取 得 原 価

600,082   

有 価 証 券 関 係有 価 証 券 関 係有 価 証 券 関 係有 価 証 券 関 係

623,730   583,641   

連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額

549,301   

　　　―

24,289   
1,197,322   

差 額

△ 50,780   

40,088   
　　　―

△ 9,610   
△ 20,301   

　　　―

　　　　　非上場株式

摘　　　　　要

33,900   
1,217,623   

　　　　　非公募内国債券

　　　　　割引金融債

（１）　その他有価証券

連結貸借対照表計上額

127,026   
6,825   
5,273   

評   価   損  益
（ △ は 損 ）時 価

30,900   
748,649   

連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額

717,749   

57,130   
3,000   
62,319   

△ 1,059   1,940   
119,450   

58,190   
　　　―

810,969   

700,908   

26,742   
727,650   

　　　―

　　　―
117,510   

　　　―

　　　―

59,319   
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36,131   847,100   

△ 16,841   
　　　―
△ 4,158   
△ 20,999   



当連結会計年度（平成14年2月28日現在）

（単位：千円）

評価損益

（△は損）

為替予約取引

　　買建米ドル 1,436,040   1,605,670   169,630   

　　買建ユーロ 456,670   468,670   12,000   

1,892,710   2,074,340   181,630   

　　（注）１.期末の時価は先物為替相場を使用しております。

２.外貨建金銭債権債務等に振り当てられたデリバティブ取引については、開示の対象から除いて

　　   　　おります。

　　　　　３.当連結会計年度においては、ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除い

　ております。

前連結会計年度（平成13年2月28日現在）
（単位：千円）

評価損益

（△は損）

為替予約取引

　　買建米ドル 2,393,206   2,470,906   77,699   

2,393,206   2,470,906   77,699   

　　（注）　1．期末の為替相場は先物相場を使用しております。

　　　　　　2.外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付されていることにより、決済時における円価額が確定

　　　　　　　している外貨金銭債権債務等で、貸借対照表において当該円貨額で表示されているものについて

　　　　　　　は、開示の対象から除いております。
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通貨

デリバティブ取引関係デリバティブ取引関係デリバティブ取引関係デリバティブ取引関係

通貨

対象物
の種類

種　　類 契約額等 時　　価

対象物
の種類

種　　類 契約額等 時　　価

合　　　計



関連当事者との取引

（１）親会社及び法人主要株主等
（単位：千円）

事業の 議決権等の

属性 会社等 住所 資本金又 内容又 所有（被所 役員の 事業上 取引の 取引金額 科目 期末残高

の名称 は出資金 は職業 有）割合 兼任等 の関係 内容

主要株主 丸      紅 東 京 都 194,039,842 総合商社 所有割合 ─ 当社製品 商品の 15,273,843買掛金 975,077

（会社等） 株式会社 千代田区 直接   0.0% ・商品の 仕入

被所有割合 販売及び

直接  15.0% 仕入等

（取引条件及び取引条件の決定方針等）
  丸紅株式会社との取引

    価格その他の取引条件は当社と関係を有しない他の当事者と同様の条件によっております。

    上記取引金額には消費税等を含んでおりませんが、期末残高には消費税等を含んでおります。

（２）役員及び個人主要株主等
（単位：千円）

事業の 議決権等の

属性 会社等 住所 資本金又 内容又 所有（被所 役員の 事業上 取引の 取引金額 科目 期末残高

の名称 は出資金 は職業 有）割合 兼任等 の関係 内容

役員及び 森島征夫 当   社 直接 独身寮の 23,100 未払費用 ─

その近親者 取締役 6.1% 賃借

社   長 独身寮の ─ 差入保証金 20,000

敷金

役員及びその近 キング食品 静岡県 60,000 食肉加工 なし なし 当社製品 当社製品 119,638 売掛金 18,740

親者が議決権の 株式会社 浜松市 販売 ・商品の ・商品の

過半数を所有し 販売及び 販売

ている会社等 仕入等 商品の 83,403 買掛金 2,640

（当該会社等の 仕入
子会社を含む）

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

 １．森島征夫との取引

   （１）独身寮の賃借について、近隣の取引実勢を参考にして、同等の価格によっております。

   （２）独身寮の敷金について、近隣の取引実勢を参考にして、同等の価格によっております。

   上記金額は消費税法上の非課税取引のため、取引金額、期末残高には消費税等を含んでおりません。

 ２．キング食品株式会社との取引

   （１）製品・商品の販売について、価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。

   （２）商品の仕入については、他社からも複数の見積りを入手し、購入の都度価格交渉のうえ、市場の実勢価格をみて決定しております。

   上記取引金額には消費税等を含んでおりませんが、期末残高には消費税等を含んでおります。

関 係 内 容

関 係 内 容
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